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山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金交付要綱 

 

（主旨） 

第１条 山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金（以下「補助金」という。）について

は、予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和

３８年山梨県規則第２５号）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この事業は、人材不足が喫緊の課題である介護支援専門員について、事業所における人材確

保対策や負担軽減、経営改善に向けた取り組みを支援することで、人材の確保及び経営の安定化を

図り、地域における必要な介護サービスの提供体制を確保することを目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は次の号に掲げるものとする。 

（１）中山間地域採用活動支援事業 

  中山間地域に所在する事業所が、当該地域外の求職者に対して実施する採用活動を推進するため

の事業 

（２）業務負担軽減支援事業 

  居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所及び介護予防ケアマネジメント事業所に属する介護支

援専門員の業務負担の軽減を図るための事業 

（３）経営改善支援事業 

 居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所及び介護予防ケアマネジメント事業所の経営基盤の強

化や経営状況の改善等を図るための事業 

 

（補助対象事業所等） 

第４条 補助金の交付の対象となる補助対象事業所（以下「補助対象事業所」という。）は、第３条に

掲げるそれぞれの事業内容ごとに以下の通りとする。 

（１） 中山間地域採用活動支援事業 

居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所、特定施設入居者生活介護事業所、介護予防特定施

設入居者生活介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所、認

知症対応型共同生活介護事業所、介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型介護

老人福祉施設、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護予防ケアマネジメン

ト事業所 

（２） 業務負担軽減支援事業及び経営改善支援事業 

居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所及び介護予防ケアマネジメント事業所 

 

（補助対象経費、補助基準額及び補助金の額） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助基準額は別表１の

とおりとする。 
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２ 補助金の額は、別表の各表の第一欄に掲げる項目ごとに、補助対象経費の実支出額（消費税及び地

方消費税を除く。）、補助基準額及び総事業費（消費税及び地方消費税を除く。）から寄附金その他の

収入額を控除した額を比較して最も少ない額（ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場

合には、これを切り捨てるものとする。）の合計額以内の額とする。 

 

（交付の申請） 

第６条 補助金交付申請書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 補助金交付申請書には、別記第１号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 補助金交付申請書の提出期限は、知事が別に定める。 

４ 複数の補助対象事業所を有する法人については、山梨県内に所在する補助対象事業所分について、

一括して申請することができる。 

５ 補助対象事業所は、第４条に定める要件を満たす補助対象事業について、複数の補助金の交付申

請を行うことができる。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次に掲げる条件が付されているものとする。  

（１）補助対象事業に要する経費の配分又は補助対象事業の内容を変更しようとする場合は、事業内

容変更承認申請書（別記第２号様式）を提出し、知事の承認を受けること。ただし、補助対象経費

の各種目間において、いずれか低い額の２０％以内を増減させる場合又は補助対象事業の目的及

び事業効果に関係しない事業計画の細部の変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増額を

伴わない場合はこの限りではない。  

（２）補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、事業中止（廃止）承認申請書（別記第３号様式）

を提出し、知事の承認を受けること。  

（３）補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困難となった場合は、

その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

２ 当該補助金に係る対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならないものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 実績報告書の様式は、別記第４号様式のとおりとする。 

２ 実績報告書には、別記第４号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 実績報告書の提出期限は、補助対象事業の完了の日（廃止の承認を受けた場合は、当該承認を受け 

た日。以下同じ。）から３０日を経過する日又は補助対象事業の完了の日の属する年度の１月末日の

いずれか早い日とする。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、前条の実績報告書の提出を受けた場合には、その報告に係る補助対象事業が補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めた場合は、交付すべき補助金の額を確

定し、補助対象事業所に通知するものとする。 

 

（補助金の交付方法） 

第１０条 補助金は、精算払とする。 
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（書類、帳簿等の保存期間） 

第１１条 補助対象事業に係る書類、帳簿等の保存期間は、補助対象事業の完了の日の属する年度の

翌年度以後５年間とする。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、知事が別に定めるも

のとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和８年９月３日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 

 



 

4 

（別表１） 

 

（１）中山間地域採用活動支援事業 

事業種目 対象経費 対象経費例 補助基準額 

中山間地域にお

ける採用活動の

支援 

中山間地域（「厚生労働大臣が定

める中山間地域等の地域」（平成

二十一年厚生労働省告示第八十

三号）の第一号に定める地域を

いう。以下同じ。）に所在する事

業所が、当該地域外の求職者に

対して採用活動を実施する場合

に、地理的条件等により発生す

るかかり増し経費 

・中山間地域に所在する事業

所で、都市部等で実施される

合同説明会や就職フェアなど

に出展する場合の移動に係る

経費 

１事業所あたり

３０万円 

 

（２）業務負担軽減支援事業 

事業種目 対象経費 対象経費例 補助基準額 

事業所内のタス

クシフト支援 

事業所内において、事務的な業

務のタスクシフトを促進するた

め、事務職員の採用活動（ケア

マネジャーの経験を有する者の

活用を含む。）や研修にかかる経

費 

・求人広告掲載費 

・事業所における事務的な業

務を行うための研修受講に要

する経費 

１事業所あたり

２０万円 

 

（３）経営改善支援事業 

事業種目 対象経費 対象経費例 補助基準額 

ア 経営改善の

支援 

コンサルタント事業者等への委

託や事務作業を行うための臨時

職員の雇用に要する経費 

・コンサルタント事業者や社

会保険労務士等への委託費 

・経営改善に向けた事務作業

を行うための臨時職員を雇用

した経費 

１事業所あたり

４０万円 

イ 利用者確保

等のための広報

活動に関する支

援 

事業所の広報に要する経費 ・利用者や介護支援専門員等

の職員の確保のために行うホ

ームページの開設・改修に係

る経費 

・広報宣材（リーフレット、

チラシ等）の作成・印刷等に

要する経費 

１事業所あたり

３０万円 

 

 



別記第１号様式（第６条関係）

　　　山梨県知事　殿

記

　１　申請額 金 0 円

　２　所要額調書（別紙１）

　３　事業計画書（別紙２）

　４　添付書類

　　（１）見積書及び積算書の写し

　　（２）仕様書及び計画書等の事業予定内容が分かる書類の写し

　　（３）その他知事が必要と認める書類

（申請者）

職名

氏名

電話番号

E-mail

本県担当者の職・氏名

担当者の連絡先

令和　年度　山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金交付申請書

第　　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

代 表 者 の 職 氏 名

法 人 所 在 地

法 人 名 称

〒

　　このことについて、下記により関係書類を添えて申請します。



（別紙１）

サービス種別：

事 業 所 名 ：

事 業 所 番 号 ：

※緑色付きのセルに数字のみ入力すること（千円未満は切り捨て）

（１）中山間地域採用活動支援事業

中山間地域における採用活動

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出予定額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥300,000 ¥0 ¥0

（１）合計 0 円

（２）業務負担軽減支援事業

事業所内のタスクシフト支援

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出予定額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥200,000 ¥0 ¥0

（２）合計 0 円

（３）経営改善支援事業

（ア）経営改善の支援

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出予定額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥400,000 ¥0 ¥0

（イ）利用者確保等のための広報活動に関する支援

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出予定額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥300,000 ¥0 ¥0

（３）合計 0 円

補助計画額の合計（１）+（２）+（３） 0 円

山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金　所要額調書

事業計画書用



（別紙２）

①中山間地域に所在

（１）中山間地域採用活動支援事業

中山間地域における採用活動

　①　事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②　実施予定の事業内容（枠内に記入）

No

合計

サービス種別(別紙１より転記)

事業所名(別紙１より転記)

事業所番号(別紙１より転記)

（\1,000未満切り捨て）

支出予定額 実施予定事業

事業計画書用



（別紙２）

（２）業務負担軽減

事業所内のタスクシフト支援

　①事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②実施予定の事業（該当するものに〇をつける）

　 事務作業等を行う職員を雇用する

事務職員等への研修を実施する

（事務作業を行う職員を雇用する場合）

　③雇用期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　④実施予定の事業内容（枠内に記入）

No

合計

サービス種別(別紙１より転記)

事業所名(別紙１より転記)

事業所番号(別紙１より転記)

（\1,000未満切り捨て）

支出予定額 実施予定事業

事業計画書用



（別紙２）

（３）経営改善支援

（ア）コンサルタント事業者等への委託や事務作業を行うための臨時職員の雇用

　①事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②実施予定の事業（該当するものに〇をつける）

　 経営改善の外部コンサルタントに委託を行う

事務作業等を行う臨時職員を雇用する

（事務作業を行う職員を雇用する場合）

　③雇用期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　④実施予定の事業内容（枠内に記入）

No

合計

（イ）介護人材・利用者確保のための広報活動

　①事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②実施予定の事業（該当するものに〇）

ホームページの開設又は改修

リーフレット・チラシの作成

その他の広報事業を実施する（内容を枠内に記入）

　③　実施予定の事業内容（枠内に記入）

No

合計

支出予定額 実施予定事業

サービス種別(別紙１より転記)

事業所名(別紙１より転記)

事業所番号(別紙１より転記)

（\1,000未満切り捨て）

（\1,000未満切り捨て）

支出予定額 実施予定事業

事業計画書用



別記第２号様式（第７条関係）  

 

第         号 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

法 人 所 在 地  

法 人 名 称  

代表者の職氏名  

 

 

令和 年度山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金事業 

内容変更承認申請書 

 

 

令和 年  月  日付け健長第   号で交付決定を受けた令和 年度山梨県

ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金について、下記のとおり事業の内

容を変更したいので、承認されるよう申請します。 

 

 

記 

 

 １ 変更の理由 

 

 

 

 ２ 変更の内容 

     既 交 付 決 定 額    金           円 

     変 更 額    金           円 

     変更後交付決定額    金           円 

 

 

 

 

 

 

 

注 承認申請に当たっては、別記第１号様式の関係書類を添付してください。 



別記第３号様式（第７条関係）  

 

第         号 

令和  年  月  日 

 

 

山梨県知事 殿 

 

法 人 所 在 地          

法 人 名 称     

代表者の職氏名    

 

 

 

令和 年度山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金事業 

中止（廃止）承認申請書 

 

 

令和 年  月  日付け健長第  号で交付の決定を受けた令和 年度山梨

県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金について、下記の理由により、

事業を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。 

 

 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

２ 中止（廃止）の時期 

 



別記第４号様式（第８条関係）

　　　山梨県知事　殿

記

　１　精算額金 円

　２　所要額精算調書（別紙１）

　３　事業実績書（別紙２）

　４　添付書類

　　（１）請求書及び給与明細書等の支払い額及び支払日が確認できる書類の写し

　　（２）仕様書、契約書、勤務状況等の実施内容が分かる書類の写し

　　（３）交付決定通知書の写し

　　（４）その他知事が必要と認める書類

　５　支払方法

　　　口座振替　

令和　年度　山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金実績報告書

　　令和　年　　月　　日付け健長第　　　　号で交付決定を受けた令和　年度　山梨県ケア
マネジメント提供体制確保支援事業費補助金に係る事業実績について、下記により関係書類を
添えて報告します。

第　　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

代 表 者 の 職 氏 名

法 人 所 在 地

法 人 名 称

〒

口座名義

フリガナ

0

口座番号

（ゆうちょは店番を記入）

支店名

金融機関名

預金種別



（別紙１）

サービス種別：

事 業 所 名 ：

事 業 所 番 号 ：

※青色付きのセルに数字のみ入力すること（千円未満は切り捨て）

（１）中山間地域採用活動支援事業

中山間地域における採用活動

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥300,000 ¥0 ¥0

（１）合計 0 円

（２）業務負担軽減支援事業

事業所内のタスクシフト支援

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥200,000 ¥0 ¥0

（２）合計 0 円

（３）経営改善支援事業

（ア）経営改善の支援

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥400,000 ¥0 ¥0

（イ）利用者確保等のための広報活動に関する支援

総事業費
寄附金

その他の収入額
差引額

対象経費
支出額（Ａ）

基準額
（Ｂ）

選定額
（Ａ）と（Ｂ）のう
ち少ない金額）

補助額
（千円未満
　切り捨て）

¥0 ¥0 ¥0 ¥300,000 ¥0 ¥0

（３）合計 0 円

　補助額の合計（１）+（２）+（３） 0 円

山梨県ケアマネジメント提供体制確保支援事業費補助金　所要額精算調書

実績報告書用



（別紙２）

①中山間地域に所在

（１）中山間地域採用活動支援事業

中山間地域における採用活動

　①事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②実施の事業内容（枠内に記入）

No

合計

支出額 実施事業

サービス種別(別紙１より転記)

事業所名(別紙１より転記)

事業所番号(別紙１より転記)

（\1,000未満切り捨て）

実績報告書用



（別紙２）

（２）業務負担軽減

事業所内のタスクシフト支援

　①事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②実施の事業（該当するものに〇をつける）

　 事務作業等を行う職員を雇用する

事務職員等への研修を実施する

（事務作業を行う職員を雇用した場合）

　③雇用期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　④実施の事業内容（枠内に記入）

No

合計 （\1,000未満切り捨て）

支出額 実施事業

事業所番号(別紙１より転記)

サービス種別(別紙１より転記)

事業所名(別紙１より転記)

実績報告書用



（別紙２）

（３）経営改善支援

（ア）コンサルタント事業者等への委託や事務作業を行うための臨時職員の雇用

　①事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②実施の事業（該当するものに〇をつける）

　 経営改善の外部コンサルタントに委託を行う

事務作業等を行う臨時職員を雇用する

（事務作業を行う職員を雇用した場合）

　③雇用期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　④実施の事業内容（枠内に記入）

No

合計

（イ）利用者・介護支援専門員等確保のための広報活動

　①　事業実施期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　②　実施事業（該当するものに〇）

ホームページの開設又は改修

リーフレット・チラシの作成

その他の広報事業を実施する（内容を枠内に記入）

　③実施の事業内容（枠内に記入）

No

合計

（\1,000未満切り捨て）

（\1,000未満切り捨て）

支出額 実施事業

事業所番号(別紙１より転記)

サービス種別(別紙１より転記)

事業所名(別紙１より転記)

支出額 実施事業

実績報告書用


